
滞納管理WT議事（令和６年４月２６日～令和６年５月１０日開催）

改正・要望内容 回答集約（地方団体構成員） 方針

機能要件 帳票要件
印字項目・

諸元表

帳票レイア

ウト

業務フロー

ツリー図

税制改正による標準仕様書見直し

1 該当なし
地方税法以外の法令・制度・システム等の改正による標準仕様書見直し

1 該当なし
地方団体からの要望等による標準仕様書見直し

1 ー ー ー

帳票ID：0150441 帳票名称：催告書（差押え言及無）

項番21 通知書番号 の桁数16は正しいでしょうか。

他の帳票の通知書番号の桁数は20です。

 →通知書番号の桁数について修正を検討します。

○ ● 150441

催告書（差押え言

及無）

項番21 桁数

16

項番21 桁数

20

報告 桁数誤りの修正のため ー
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:承知しました。
（B市）:異存なし
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:特になし
（F市）:意見なし
（H市）:問題ありません。
（I市）:問題なし
（J市）:問題なし
（K市）:了解しました
(デジタル庁):意見なし

【方針】

左記のとおり修正する。

2 ー ー ー

以下例のように、関連する機能と帳票の実装区分が異なるものについて、実装区

分が一致する必要はないでしょうか。

機能は機能、帳票は帳票で別物で一致している必要はなく、標準仕様のとおり受

け止めればそれで良いでしょうか。

例）機能ID：0150008 滞納者のランク管理が自動でできること → 標準オプ

ション機能

  帳票ID：0150479 滞納者区分（ランク）別集計表 → 実装必須帳票

 →ランク管理機能は標準オプションとしておりますので、帳票についても標準

オプションと読み替えていただいて問題ございません。仕様書については変更を

検討いたします。

○ ● 150479

滞納者区分（ラン

ク）別集計表

実装必須帳票 標準オプション帳票

報告 機能と帳票間の齟齬を修正するため ー
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:承知しました。
（B市）:異存なし
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:標準オプションで問題なし
（F市）:意見なし
（H市）:ランク管理自体がオプションなのか疑義があります。機能要件は。「滞納者のランク管理が自動でできること」であって、ランク管理自体がオプションと明記されていません。本件は、ランク管理機能がオプションであることが前提であるので、もし修正するのであれば、機能要件の文言もランク管理機
能自体がオプションであるように修正する必要があると考えます。
（I市）:問題なし
（J市）:問題なし
（K市）:了解しました
(デジタル庁):意見なし

ランク機能にかかる機能については機能要件上全て標準オプションとしており、必須という想定はない。

【方針】

標準オプションとする。

3 ー ー ー

帳票ID：0150441 帳票名称：催告書（差押え言及無）

項番42「特例基準割合に関する説明書き」が50桁12行の記載がありますが、

『009004_10_帳票レイアウト_015滞納管理.xlsx』のシート「催告書（差押え言

及無）」をみると、50桁12行を印字するスペースはありません。

本当に諸元表を正として判断していいのでしょうか。

 →こちら、レイアウトが正となりますので、諸元表の項番42「特例基準割合に

関する説明書き」については削除いたします。

○ ● 150441

催告書（差押え言

及無）

項番42 削除

報告 レイアウトと印字項目諸元表間の齟齬を修正するため ー
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:承知しました。
（B市）:異存なし
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:削除について問題なし
（F市）:意見なし
（H市）:問題ありません。
（I市）:問題なし
（J市）:問題なし
（K市）:了解しました
(デジタル庁):意見なし

【方針】

左記のとおり修正する。

4 ー ー ー

帳票ID：0150441 帳票名称：催告書（差押え言及無）

項番17～34の行数4ですが、『009004_10_帳票レイアウト_015滞納管理.xlsx』

のシート「催告書（差押え言及無）」をみると10行です。

諸元表を正として判断し「催告書のレイアウトは行数4で作成しなければならな

い」で認識は合ってますでしょうか。

 →こちら、レイアウトが正となりますので、諸元表項番17～34の行数について

は４→10に修正いたします。

○ ● 150441

催告書（差押え言

及無）

項番17 行数

4

項番17 行数

10

報告 レイアウトと印字項目諸元表間の齟齬を修正するため ー
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:承知しました。
（B市）:異存なし
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:10行でよいです
（F市）:意見なし
（H市）:問題ありません。
（I市）:問題なし
（J市）:問題なし
（K市）:了解しました
(デジタル庁):意見なし

【方針】

左記のとおり修正する。

5 ー ー ー

帳票ID：0150011 帳票名称：差押書（不動産）※滞納者用

項番21「備考（帳票全体の備考）」に47桁6行の記載がありますが、

『009004_10_帳票レイアウト_015滞納管理.xlsx』のシート「差押書（不動産）

※滞納者用 」をみると、47桁6行を印字するスペースはありません。

本当に諸元表を正として判断していいのでしょうか。

 →こちら、レイアウトが正となりますので、諸元表項番21「備考（帳票全体の

備考）」47桁6行の記載については6→2に修正いたします。※他帳票に合わせる

想定で、その場合47桁2行となります。

なお、ほかにも47桁6行でレイアウトと不整合の帳票がありますので、すべて修

正いたします。

○ ● 150011

差押書（不動産）

※滞納者用

項番21 行数

'47/6

項番21 行数

'47/2

報告 レイアウトと印字項目諸元表間の齟齬を修正するため ー
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:承知しました。
（B市）:異存なし
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:他帳票に合わせる形でよいです
（F市）:意見なし
（H市）:問題ありません。
（I市）:問題なし
（J市）:問題なし
（K市）:了解しました
(デジタル庁):意見なし

【方針】

左記のとおり修正する。

6 ー ー ー

同上

○ ● 150012

差押通知書（不動

産）※権利者用

47/6 47/2

報告 レイアウトと印字項目諸元表間の齟齬を修正するため ー
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:承知しました。
（B市）:異存なし
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:同上
（F市）:意見なし
（H市）:問題ありません。
（I市）:問題なし
（J市）:問題なし
（K市）:了解しました
(デジタル庁):意見なし

【方針】

左記のとおり修正する。

7 ー ー ー

同上

○ ● 150013

差押通知書（不動

産）※交付要求29

条執行機関用

47/6 47/2

報告 レイアウトと印字項目諸元表間の齟齬を修正するため ー
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:承知しました。
（B市）:異存なし
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:同上
（F市）:意見なし
（H市）:問題ありません。
（I市）:問題なし
（J市）:問題なし
（K市）:了解しました
(デジタル庁):意見なし

【方針】

左記のとおり修正する。

8 ー ー ー

同上

○ ● 150258

猶予における納付

計画明細書

28/5 62/5

報告 レイアウトと印字項目諸元表間の齟齬を修正するため ー
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:承知しました。
（B市）:異存なし
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:同上
（F市）:意見なし
（H市）:問題ありません。
（I市）:問題なし
（J市）:問題なし
（K市）:了解しました
(デジタル庁):意見なし

【方針】

左記のとおり修正する。

9 ー ー ー

同上

○ ● 150439

納付計画明細書 51/2 62/5

報告 レイアウトと印字項目諸元表間の齟齬を修正するため ー
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:承知しました。
（B市）:異存なし
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:同上
（F市）:意見なし
（H市）:問題ありません。
（I市）:問題なし
（J市）:問題なし
（K市）:了解しました
(デジタル庁):意見なし

【方針】

左記のとおり修正する。

10 ー ー ー

337クレジット加盟店等の調査について（照会、回答）

他帳票において定義されている（伺い）帳票が定義されていない。

○ ● 150334

クレジット加盟店

等の調査について

（照会、回答）

ー 新規に、

クレジット加盟店等の調査について（照会）（伺

い）

を追加する。

報告 他帳票との伺い文有無の齟齬を修正するため ー
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:承知しました。
（B市）:異存なし
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:新規に追加をお願いします。
（F市）:意見なし
（H市）:問題ありません。
（I市）:問題なし
（J市）:問題なし
（K市）:了解しました
(デジタル庁):意見なし

【方針】

No352の行を、No337の一つ上に移管する。Noなどは変更しない。

国保などの税以外の業務については、仕様書の対象外であることから、以下の方針とする。

【方針】

・税にかかる教示文文字数は最低700文字が入るようなレイアウト、諸元表とする。

・フォントサイズについては8とする。

・機能要件No150307の備考に、「税以外に徴収するケースは本仕様書上定義しない」と記載する。

・APPLICに対し、税のみの文字数は本仕様書で定義し、税以外を徴収するケースは統合収滞納仕様書で定義する想定であることを示したうえで、税のみであれば最大700で不足はないか を確認する。

改正・要望内容 要件（変更後）要件（変更前）要件名ID標準仕様書

への反映

○ ●

施行日改正年度
#

備考 検討分類 修正事由 確認事項 修正方針（事務局案）分類

標準仕様書改定内容

仕様書分類

（滞納管理WT）要件の修正に係るご確認事項

標準仕様書見直し不要の理由

11 ー ー ー 機能ID0370106について、機能要件を「催告書引抜リストを出力できること。」にしていただきたい。 150077   催告書引抜リストを出力できること。また、引抜きリストの対象者は、催告書発送履歴（交渉経過を含む）を自動で削除されること。＜引抜の条件＞・出力年月日から発送年月日までの消込・仮消込「なお、一部消込などの場合、催告書引き抜きを行わないことも可能であること」などの記載を追記する必要がある。

12 ー ー ー 教示文について諸元表等でお示しいただいておりますが、文字数が足りません。

現状教示文は700文字で運用しており、多くの自治体様が600文字以上登録されて

います。

○ ● ● ● 0150005 【確認】

教示文は700文字で充足するとの意見がベンダから出ていますが、構成

員の使用する帳票における教示文の文字数をご教示ください。

【確認】

700字以内で収まる場合はレイアウト、印字項目・諸元表変更の必要が

あります。構成員において、フォントサイズを現行の10→8に下げるこ

とでもよいかご確認ください。

確認結果を基に、文字数を定

義し、レイアウト、印字項

目・諸元表に反映する。

レイアウト上文字数を拡張する必要がある 要検討 桁数変更に伴いレイアウト、諸元表に一部変更が生じ、構成員確認が必

要となるため

標準オプションでの整理とする。 要検討 新規に機能要件を追記するかどうかを検討する必要があるため 【確認】

一部消込の場合に催告書引抜を行うケースがありうるでしょうか。

実装する場合、オプションを想定していますが問題ないでしょうか。

確認結果を基に、実装する場

合は標準オプションとして、

O列記載の通り機能要件に反

映する。

（A市）：教示文は700文字以内となります。

フォントサイズの変更は問題ございません。

（B市）：700字以内で収まっています。

フォントサイズを現行の10→8に下げることになっても構いません。

（C市）：本市では1200文字。

フォントサイズを下げることは問題ない。

（D市）：本市の教示文は計654文字です。フォントサイズの変更については問題ないと考えます。

（E市）：【確認1】改行や文頭を下げるため700文字でも不足する。

通常は45文字×17行

地方税法第19条の4および第19条の13の適用の可能性がある場合は45文字×22行

詳細（文面）は別シート参照

※国民健康保険料を一元徴収しているため

【確認2】

700文字を超えているため回答は控えます。

ただ文字ポイントが小さいとクレームに繋がる可能性があります。

（F市）：フォントサイズの変更は問題ない。

当市では教示文に510文字を使用している。

（H市）：本市の教示文は401文字です。

文字数及びフォントサイズの変更は問題ありません。

（I市）：当市の現行システムの教示文は490文字。

（なお、同一帳票を使用する後期高齢者医療保険料に係る教示文は484文字）

（J市）：問題なし

（K市）：当市では520文字程度となっておりますが、今後の教示内容の充実等に対応できる文字数の確保が望ましいと考えます。

十分な文字数の確保のために必要であればフォントサイズの変更はやむを得ないと考えます。

(デジタル庁)：教示文の文字数については市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

フォントサイズの変更については異論ございません

（A市）:一部消込の場合、手書きで金額を修正して出力する場合等があります。催告書発送履歴（交渉経過を含む）は、自動でなく（引き抜きした対象者を確認後に）手動で削除を希望します。他団体も左記の要件では運用上困ると考えます。
新規に機能要件を追記するのではなく、「自動で」を削除する形で対応お願いします。
（B市）:事務局案のとおりで異存なし一部納付が確認できた場合、催告書の内容を修正してから発送することはあります。
（C市）:本市では一部消込の場合、直近納付があったとして引き抜きをしている。
標準オプション機能で問題ないと思われる。
（D市）:標準オプション機能で問題ないと思われます。
（E市）:現状の運用では催告データを作成後に一部納付があった場合引抜処理をしている。
＜現状の運用＞
・外部印刷委託データ作成（発送日2W前）→一部納付リスト出力（発送日2日前）－引抜・催告書差替（発送日前日）－発送
※一部納付リストの抽出条件は
・データ作成日以降、調定額が変更されたもの
・データ作成日以降、収納情報に変更のあったもの（一部の納付含む）
→未納がある場合は催告書・納付書を作り直して送付（過誤納を防ぐため）一部納付リスト以外にも引抜依頼をするケース有。
・処分（差押等）予定、分納約束、収納反映前来庁納付等。
●発送履歴は引抜をした時点で削除、差替えたものを発送する処理の中で発送履歴作成。このため発送履歴は自動削除が好ましい。
●一部納付の引抜ができない場合、過誤納やトラブルが増化し結果業務に支障が出ることが想定される。
（F市）:一部消込による引抜はあり得るが、オプションで問題ない。
（H市）:不要であると考えます。本機能は、条件抽出した案件から引抜条件に該当するものの催告書を印刷せず、印刷しなかったものをリスト出力することを想定していると思われます。一部納付があったが催告を出したい者は例外的な扱いであり、引抜リストから確認して個別に催告書を印刷するこ
とで対応可能と考えます。
なお、本件に関係ありませんが「催告書発送履歴（交渉経過を含む）を自動で削除されること。」の部分ですが、この表記ですと、一度引抜者も記事等を登録を行ったうえでデータを削除する必要があるように思われます。引抜者は最初からデータを登録しないことが想定されますので「催告書発送履歴
（交渉経過を含む）を作成しないこと。」に修正することを提案します。
（I市）:当市の現行システムでは、催告書送付対象期別のうち、消込及び減更正のあった期別を一覧出力するEUC機能がある。その出力結果を基に、職員が引抜リストを別途作成し、手動にて引抜している。
標準オプションによる実装で問題ない。
（J市）:指標頻度が高いためオプションではなく必須機能にしていただきたい。（右記のとおり、一部納付の解釈（定義）がそれぞれ違っていても催告書引き抜き作業は必要になってくる）　要望内容（E列）にある「一部納付」という表現の解釈に構成団体と、事務局で解釈の相違があると思慮さ
れます。構成団体からの要望の「一部納付」と言うのは複数滞納がある滞納者が1期別の滞納を解消しても、残りの複数期別の滞納は残っているため催告書を発送するケースがあるという解釈ではありませんか?対して事務局の解釈は「1期別の一部に納付があった場合」を一部納付と解釈されているよ
うに思われますがいかがでしょうか?当市でも構成団体からの要望にあるとおり、複数期別の滞納があり、納付により一部の期別の滞納が解消しても他の期別の滞納が残るので催告書は発送するという対応です。※T列の「一部消込」という表現は、1期別に滞納解消しない程度の金額で納付があった
場合の事を指します。例えば1期別2万円の滞納に1万円納付したことを一部消込と呼称します。
（K市）:当市現行では考慮していません。
実装する場合は標準オプションで問題ないと考えます。当市現行システムでは、特別な対応はしていないため。
(デジタル庁):市区町村の実務に関する事項のため、回答を控えます。

【方針】

引抜をすることもある、という団体が多くもあるため、「引抜しないこともできること」という記載は必要と思われるが、一方で必須要望がないことから、左記のとおりの方針（一部納付があっても引抜しないよ

うにする）とする。

なお、記載は「催告書引抜リストについて、一部納付などの場合、催告書引き抜きを行わないことも可能であること。」とする。

「催告書発送履歴（交渉経過を含む）を自動で削除されること。」を、「催告書発送履歴（交渉経過を含む）を自動で削除することができること。」に修正し、全国意見照会にて確認する。

なお、H市意見について、事務局想定では、本要件の引抜リストは一度出力した紙帳票から物理的に引き抜く際のリストを想定しているため、新規に帳票を出力する運用を想定していないことから、「作成」という

表現にはしないことを想定している。



滞納管理WT議事（令和６年４月２６日～令和６年５月１０日開催）

改正・要望内容 回答集約（地方団体構成員） 方針

機能要件 帳票要件
印字項目・

諸元表

帳票レイア

ウト

業務フロー

ツリー図

改正・要望内容 要件（変更後）要件（変更前）要件名ID標準仕様書

への反映
施行日改正年度

#
備考 検討分類 修正事由 確認事項 修正方針（事務局案）分類

標準仕様書改定内容

仕様書分類

（滞納管理WT）要件の修正に係るご確認事項

標準仕様書見直し不要の理由

13 ー ー ー

同上

○ ● ● 0150011 要検討 同上 同上
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:同上
（B市）:同上
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:同上
（F市）:意見なし
（H市）:同上
（I市）:同上
（J市）:問題なし
（K市）:当市では520文字程度となっておりますが、今後の教示内容の充実等に対応できる文字数の確保が望ましいと考えます。
十分な文字数の確保のために必要であればフォントサイズの変更はやむを得ないと考えます。
(デジタル庁):同上

同上

14 ー ー ー

同上

○ ● ● 0150022 要検討 同上 同上
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:同上
（B市）:同上
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:同上
（F市）:意見なし
（H市）:同上
（I市）:同上
（J市）:問題なし
（K市）:当市では520文字程度となっておりますが、今後の教示内容の充実等に対応できる文字数の確保が望ましいと考えます。
十分な文字数の確保のために必要であればフォントサイズの変更はやむを得ないと考えます。
(デジタル庁):同上

同上

15 ー ー ー

同上

○ ● ● 0150024 要検討 同上 同上
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:同上
（B市）:同上
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:同上
（F市）:意見なし
（H市）:同上
（I市）:同上
（J市）:問題なし
（K市）:当市では520文字程度となっておりますが、今後の教示内容の充実等に対応できる文字数の確保が望ましいと考えます。
十分な文字数の確保のために必要であればフォントサイズの変更はやむを得ないと考えます。
(デジタル庁):同上

同上

16 ー ー ー

同上

○ ● ● 0150055 要検討 同上 同上
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:同上
（B市）:同上
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:同上
（F市）:意見なし
（H市）:同上
（I市）:同上
（J市）:問題なし
（K市）:当市では520文字程度となっておりますが、今後の教示内容の充実等に対応できる文字数の確保が望ましいと考えます。
十分な文字数の確保のために必要であればフォントサイズの変更はやむを得ないと考えます。
(デジタル庁):同上

同上

17 ー ー ー

同上

○ ● ● 0150082 要検討 同上 同上
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:同上
（B市）:同上
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:同上
（F市）:意見なし
（H市）:同上
（I市）:同上
（J市）:問題なし
（K市）:当市では520文字程度となっておりますが、今後の教示内容の充実等に対応できる文字数の確保が望ましいと考えます。
十分な文字数の確保のために必要であればフォントサイズの変更はやむを得ないと考えます。
(デジタル庁):同上

同上

18 ー ー ー

同上

○ ● ● 0150125 要検討 同上 同上
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:同上
（B市）:同上
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:同上
（F市）:意見なし
（H市）:同上
（I市）:同上
（J市）:問題なし
（K市）:当市では520文字程度となっておりますが、今後の教示内容の充実等に対応できる文字数の確保が望ましいと考えます。
十分な文字数の確保のために必要であればフォントサイズの変更はやむを得ないと考えます。
(デジタル庁):同上

同上

19 ー ー ー

同上

○ ● ● 0150134 要検討 同上 同上
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:同上
（B市）:同上
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:同上
（F市）:意見なし
（H市）:同上
（I市）:同上
（J市）:問題なし
（K市）:当市では520文字程度となっておりますが、今後の教示内容の充実等に対応できる文字数の確保が望ましいと考えます。
十分な文字数の確保のために必要であればフォントサイズの変更はやむを得ないと考えます。
(デジタル庁):同上

同上

20 ー ー ー

同上

○ ● ● 0150137 要検討 同上 同上
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:同上
（B市）:同上
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:同上
（F市）:意見なし
（H市）:同上
（I市）:同上
（J市）:問題なし
（K市）:当市では520文字程度となっておりますが、今後の教示内容の充実等に対応できる文字数の確保が望ましいと考えます。
十分な文字数の確保のために必要であればフォントサイズの変更はやむを得ないと考えます。
(デジタル庁):同上

同上

21 ー ー ー

同上

○ ● ● 0150397 要検討 同上 同上
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:同上
（B市）:同上
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:同上
（F市）:意見なし
（H市）:同上
（I市）:同上
（J市）:問題なし
（K市）:当市では520文字程度となっておりますが、今後の教示内容の充実等に対応できる文字数の確保が望ましいと考えます。
十分な文字数の確保のために必要であればフォントサイズの変更はやむを得ないと考えます。
(デジタル庁):同上

同上

22 ー ー ー

根拠法が国税徴収法第141条だが、地方税法第20条の11もしくは国税徴収法第

146条の2ではないのか？

もしくは選択ができるのでしょうか？

○ ● 150346

実態調査について

（照会）

国税徴収法第141条 地方税法第20条の11 昨年4月にPMOツールにて意見

があり、3.0版に反映すべき内容

であったが反映がなされていな

かったため、4.0にて反映する。

報告 根拠法令にかかる修正のみであるため ー
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:承知しました。
（B市）:再確認を求めます。以前に受講した研修において、地方税法20条の11で規定されている「地方税に関する調査」には滞納処分のための調査は含まない。と説明を受けており、滞納者の実態調査は国税徴収法第146条の２を根拠として実施しています。法解釈について、御教示ください。
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:官公署への実態調査であれば地方税法第20条の11でよいです
（F市）:意見なし
（H市）:変更内容が正しくありません。滞納整理における協力要請については、法改正のため、令和６年度より国税徴収法第146条の２の規定の例（地方税法の各税目における「国税徴収法に規定する滞納処分の例よる。」規定）になります。また、実態調査を行う自治体に対しては、滞納者
に対して債権債務があると考えらることから、国税徴収法第141条の規定の例としても間違いではありません。地方税法第20条の11が一番不適切です。
（I市）:問題なし
（J市）:問題なし
（K市）:了解しました
(デジタル庁):意見なし

【方針】

国税徴収法第146条の２に修正する。

23 ー ー ー

照会内容に「債権の極度額」、「差押の通知を受けた時の元本債権額」、「弁済

時口座」が不足している。

また、照会内容の欄外に左記についての記載の注意事項があるが照会内容には記

載がないので、記入漏れでしょうか？

○ ● 150342

被担保債権額につ

いて（照会）

欄外表記

１ 債権の極度額は、差押の通知を受けた時以前

に登記した債権極度額を記載してください。

２ 「権利の表示」の「債権の極度額」欄及び

「差押の通知を受けた時の元本債権額」欄は、公

売財産上にある権利が根抵当権又は根質権である

場合に記載してください。

削除 昨年4月にPMOツールにて意見

があり、3.0版に反映すべき内容

であったが反映がなされていな

かったため、4.0にて反映する。

報告

以下の理由により当初から削除を想定していたが削除が漏れていたもの

であるため、構成員との検討は不要と判断。

（過去のQA上の回答）

「債権の極度額」

 →登記簿を確認すればよく、項目として不要なためです。

「弁済時口座」

 →本照会は以下２パターンを想定しており、いずれも不要と整理して

います。

①照会先が金融機関（抵当権想定）の場合

 →照会対象の金融機関の口座を開設する蓋然性が高く、記載の必要が

ないため。

②照会先が金融機関以外の場合

 →レアケースであり、記載する必要がないため。

「差押の通知を受けた時の元本債権額」

 →本照会は差押の通知前に行う想定のため、差押の通知を受けたとき

の元本債権額はそもそも回答できない項目であることから、項目として

不要と整理しています。

ー
O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:承知しました。
（B市）:異存なし
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:修正事由のとおり削除でよいです
（F市）:意見なし
（H市）:「差押の通知を受けた時の元本債権額」については、必要です。事務局の想定とは異なり、不動産は反対債権があっても差押することが一般的で、その後に（反対債権は基本的に減っていくため）反対債権額を調査して公売の検討をしますので、この項目は必須です。
（I市）:問題なし
（J市）:意見なし
（K市）:了解しました
(デジタル庁):意見なし

H市の意見「反対債権額を調査して公売の検討」については、２．債権内容の①債権額 現在額（元本、利息）で記載されていることから、反対債権額を調査するというH市の想定運用は充足していると想定され

る。

本行は「”差押の通知を受けたときの”元本債権額」であり、市が差押したタイミングの元本債権額を把握する理由がないことから以前照会内容から削除したものの、欄外の補足文章が残ってしまったため削除するも

のである。

【方針】

左記のとおり修正する。

24 ー ー ー

合計金額の総合計の欄に罫線がない。総合計は出さない想定なのか、罫線の印字

漏れなのか知りたい。

○ ● 150441

催告書（差押え言

及無）

各項目（未納額、督促手数料、延滞金、総合計）

の総合計がない。

各項目を出力できるようレイアウトを修正する。 昨年4月にPMOツールにて意見

があり、3.0版に反映すべき内容

であったが反映がなされていな

かったため、4.0にて反映する。

報告 レイアウトと印字項目諸元表間の齟齬を修正するため

※諸元表には各項目が作成済み
ー

O列「要件（変更後）」に記

載のとおり

（A市）:承知しました。
（B市）:150441については、異存なし諸元表及び帳票レイアウトで150441以外の催告書が確認できません。
　150460は実装必須帳票ですが、「地方団体が自由に作成できる催告書」なので示されないのでしょうか。団体毎にベンダーと協議し作成することができるとの理解でよろしかったでしょうか。
（C市）:意見なし
（D市）:意見なし
（E市）:レイアウトの修正でよいです
（F市）:意見なし
（H市）:問題ありません。
（I市）:問題なし
（J市）:意見なし
（K市）:了解しました
(デジタル庁):意見なし

B市の意見については、催告書にかかる帳票レイアウトはタイトルを除き全て同一であるため、レイアウトを定義していない。

よって、団体ごとにベンダーと協議し作成することはできない。

【方針】

左記のとおり修正する。


